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概要：レファレンス協同データベース事業は、図書館でのレファレンスサービスの記録等をデータベースとして
構築し、図書館員及び一般利用者が活用できるようにしたものである。 
2012年1月末現在562館（実験参加、専門図書館協議会含む）の図書館が参加館としてデータの協同構築を行
っており、レファレンス事例としては71,808件のデータが登録され活用されている。しかしながら、実際には利
用者に一般開放されていない「クローズ」のレファレンスが多数存在している他、登録数は参加館によって大幅
な差がある。その中でも特に「クローズ」の割合の高かった公共図書館を中心にレファレンス協同データベース
の問題点を明らかにし、今後の課題を述べる。 
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１. はじめに  
 レファレンス協同データベース 1)（図 1）
は国立国会図書館（以下 NDL）が、国内の公
共図書館 2)、大学図書館、専門図書館等が利
用者より受けたレファレンスを整理し、図書
館員のレファレンス業務及び一般利用者への
情報提供等に役立てている。 
レファレンス協同データベースはNDLの
電子図書館事業の一環として3カ年の計画の
中で進められ、2002年より始まり、2005年4
月から本格事業化の運びとなった。また、デ
ータベースの登録は2004年から始まり、2005
年12月より一般公開が開始されている。 
レファレンス協同データベース事業累積統
計 3)2012 年 1 月末現在、参加館は 562 館とな
っている。その内訳は公共図書館 350 館（都
道府県立 54 館、政令指定都市 26 館、市町村
立 270 館）大学図書館 150 館（国立 45 館、
公共 14 館、私立 91 館）専門図書館 43 館、
NDL11 館・その他 8 館、となっている。デー 
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タ登録件数はデータ種別ごとに、1)レファレ 
ンス事例 71,808 件（内、一般公開 50,405 件、
参加館公開 6,982 件、自館参照 14,421 件）、
一般公開比率 70.2%、2)調べ方マニュアル
7,647 件（内、一般公開 1,221 件、参加館公開
5,873 件、自館参照 553 件）、一般公開比率
16.0%、3)特殊コレクション 354 件（内、一
般公開 244 件、参加館公開 75 件、自館参照
35 件）、一般公開比率 69.0%、4)参加館プロ
ファイル 562 件が登録されている。 
アクセス統計は2011年度合計6,297,757回
（内、参加館用システム 113,264 回、一般用
システム 6,184,493 回）と月平均 629,776 回
（内、参加館用システム 11,326 回、一般用シ
ステム 618,449 回）となっている。データは
NDL ウェブサイト内の国立国会図書館サー
チ等にも提供されている他、Google 等の検索
結果としても表示されており一般利用者がそ
れとは知らずとも目にする機会も増えている
と推測できる。 
事業の実施要項には「公共図書館、大学図
書館、専門図書館等におけるレファレンスに
関するデータを蓄積し、インターネットを通
じて提供することにより図書館等におけるレ
ファレンスサービス及び一般利用者の調査研 
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究活動を支援すること」となっている。 
また協同でのデータベース構築の士気を高
めるため累積データ登録件数、年間データ登
録件数、年間データ被参照件数の全ての基準
を満たした参加館は NDL から「礼状」が届
けられ、これを目標に努力している参加館も
ある。 
  
1.1 レファレンス協同データベースの問題
点と研究の目的 
レファレンス協同データベースは前述のよ
うに 1)レファレンス事例、2)調べ方マニュア
ル、3)特別コレクション、4)参加館プロファ
イルという構成になっている。以下に各項目
の概要を記す。 
1)レファレンス事例は、参加館で利用者か
ら受けたレファレンスサービスの質問と回答
例を見やすいように加工し、提供したもので
ある。2)調べ方マニュアルは特定のテーマに
関する情報源の調べ方であり、いわゆるパス
ファインダーの役割を果たしている。3)特別
コレクションは参加館の所蔵する特殊コレク
ションに関する情報を掲載したものである。
4)参加館プロファイルは上記 3 つの情報を提
供している図書館の連絡先等が公開されてい
る。 
これらの情報は参加館が公開レベルを設定
できる仕組みとなっている。レベルは 3 段階
あり、一番閲覧が限定されているレベルでは
「自館のみ参照」となる。次が「参加館公開」
であり、この事業に参加している図書館のみ
がログインすると閲覧できる状態となる。そ
して一番公開範囲が広いものとして「一般公
開」がある。 つまり、一般利用者は限定され
た情報のみアクセスが可能なのである。しか
しながら、データが公開できないような内容
のレファレンス質問が登録されているのであ
ろうか。 
その回答を得るため NDL が定めているデ
ータ公開の条件について紐解くと、3 つの条
件がある。その 1 つ目として個人のプライバ
シーが尊重されていること、2 つ目が質問者
の特定につながる恐れのないこと、3 つ目が
使ってはいけない表現を含んでいないかとい
う点である 4)。これら 3 つの条件は図書館に
おいて基本的な事項であり、多くの一般非公
開事例がこれに該当するとは考えにくい。し
かし、現実には非公開のレファレンス事例が
約 30%と多く存在している。本稿では、公共
図書館を焦点として、レファレンス協同デー
タベースについて考察と改善点の検討を行う。 
 
２．レファレンス事例の中身と実態 
2.1 レファレンス事例の問題点 
レファレンス協同データベースは図書館員
のみならず、閲覧には一般利用者へも門戸を
広げているが、残念ながら利用者には一般画
面のみの閲覧となり、図書館が「クローズ」
とみなしたレファレンスは表示されない。 
 公開のレベルごとの登録件数は前述の通り、
平成 24 年 1 月末現在、レファレンス事例
71,808 件の内、一般公開 50,405 件、参加館
公開 6,982 件、自館参照 14,421 件となってい
る。つまり、参加館・自館のみを合わせると
21,403 件が一般利用者に閲覧できないことに
なっており、その割合は約 30％が一般公開さ
れずに自館もしくは参加館公開に留まってい
る。 
 その内訳を図書館種別に分けてみると、1)
公共図書館のレファレンス事例は 43,512 件
（内、一般公開 27,906 件、参加館公開 5,473
件、自館参照 10,133 件）、一般公開比率
64.10%、2)大学図書館 5,958 件（内、一般公
開 4,380 件、参加館公開 443 件、自館参照
1,135 件）、一般公開比率 73.5%、3)専門、そ
の他 3,021 件（内、一般公開 2,477 件、参加
館公開 377 件、自館参照 167 件）、一般公開
比率 82.0%、4)NDL4,701 件（内、一般公開
3,859件、参加館公開 27件、自館参照 815件）、
一般公開比率 82.1%、となっている。 
 逆に、館種ごとの一般非公開率は、公共図
書館では 35.9％、大学図書館 26.5％、専門・
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その他 18.0％、NDL17.9％となり、公共図書
館の非公開率は他館種と比較すると多い状況
である。 
 公共図書館の非公開率の推移は、平成 17 年
度 61％、平成 18年度 49％、平成 19年度 41％、
平成 20 年度 38％、平成 21 年度 34％、平成
22 年度 36％となっている。これを図 2 に示
した。 
 
2.2 登録データベースの状況 
次に登録されているデータの状況について
確認する。 
一般利用者用画面でレファレンス事例を閲
覧すると 2012 年 2 月 26 日現在では全参加館
の事例登録状況は 45,000 件を超えている。
（NDC 分類のため、重複が考えられる。）内
訳は総記: 3,277 件、哲学: 2,159、歴史: 10,758
件、社会科学: 9,052 件、自然科学: 3,194 件、
技術.工学: 3,611 件、産業: 3,102 件、芸術.美
術: 4,299 件、言語: 1,393 件、文学: 4,457 件
となっており、言語に関しては比較的登録件
数が少ない。 
レファレンス事例を、公共図書館に絞り状
況を確認すると、総件数 36,141 件の内訳は、
以下の通りであった。 
総記:2,736 件、哲学:1,699 件、歴史:9,495
件、社会科学:6,400 件、自然科学:2,490 件、
技術.工学:2,851 件、産業:2,251 件、芸術.美
術:3,716 件、言語:1,048 件、文学:3,455 件 
どの類目においても公共図書館のデータ登
録数は多い。 
なお、レファレンス事例約 30,000 件を仮に
蔵書規模に類推すれば、概ね小規模の町村図
書館レベルである。ただし、文学分野の比率
が少ない。一般の貸出対象図書類等とは、レ
ファレンス事例においては、質的な差異が存
在するのであろうか。 
 ここで、レファレンスとして医療問題や領
土問題等、比較的答えにくいものに関してど
の程度登録がされているか公共図書館に絞り、
キーワード検索を使って調べた。 
回答しにくい例として「脳死」や「臓器移
植」等の医療問題、「尖閣諸島」「竹島」等の
領土問題、新興宗教に関して調査した。（調査
日 2012 年 2 月 22 日）その結果、諸説様々あ
る恐竜の絶滅で検索をすると 1 件のみヒット
した。「脳死」7 件「臓器移植」11 件。「尖閣
諸島」4 件、「竹島」3 件。「新興宗教」5 件と
なった。 
次に、近年公共図書館でも支援サービス対
象となっている、医療に関する事項を調査し
た。一般公開のみの検索結果を記述する。 
詳細検索で公共図書館登録に絞り、分類を
「49」とした。その結果、分類「49」を登録
公開している図書館は 69 館、全 974 件であ
った。登録の多い順に埼玉県立久喜図書館
249 件、香川県立図書館 137 件、横浜市中央
図書館 75 件であった。下位を確認すると、1
件、2件程度を登録しているのみも多かった。 
登録件数の多かった上位 3 位の図書館の状
況を確認した。埼玉県立久喜図書館は健康・
医療情報コーナーを設けている。横浜市立中
央図書館でも医療情報コーナーがある。香川
県立図書館のウェブサイトを確認しても医療
情報支援サービスを行っている形跡は見られ
ない。逆に一般公開事例件数の下位館であっ
ても、医療情報支援サービスを掲げている図
書館が散見されその登録件数が少ないのは難
点である。 
 
2.3 公共図書館 参加館の状況 
 公共図書館では全都道府県クラスの図書館
の少なくとも中央館はこの事業に参加してい
る。 
 政令指定都市図書館においても同様に全19
政令指定都市すべてが参加館として登録して
いる。 
 市町村立図書館では、10 分の 1 程度の参加
率となっており今後の参加が望まれる。 
 
2.4 公共図書館 参加館の実情 
 ここでは、当事業に参加している公共図書
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館の内、都道府県、政令指定都市図書館の実
情を示していく。 
 平成 24 年 2 月 22 日現在のレファレンス登
録件数を確認し、単純集計を表1及び表2に、
図書館名、レファレンス事例データベース登
録件数、更に参加が形骸化していないか確認
するために、最終更新日も追記した。また参
加年は一般者からは不明のため、参加館プロ
ファイルの登録年を記述した。 
 
2.4.1 参加館の実情 都道府県立図書館 
 結果、都道府県立図書館では、28,012 件の
登録があった。平均すると 1 館につき約 519
件の登録となる。しかしながら、参加表明は
しているものの一般公開事例を登録していな
い都道府県立図書館が 3 館存在した。次に 1
件の登録が 1 館、4 件が 1 館と続いている。
しかしながら 5,929 件の登録をしている図書
館が 1 館、3,898 件の図書館が 1 館、2,047 件
が 1 館と続いており、図書館によってばらつ
きがみられた。 
 そこで表 1 より、複数館が参加、登録して
いる場合は、中央館に便宜上「名寄せ」を行
い、1 都 1 道 2 府 43 県の合計 47 館として、
登録件数の昇順に配列し、表 3 とした。また、
これをグラフ表示したものが、図 3 である。 
 47 館の単純な中央値は「24 広島県立図書
館」であるが、図 3 のグラフから明らかなよ
うに、登録件数の分布が正規分布ではないの
で、中央値、平均値等の意味はない。 
 一方、1)参加年は 2004 年、2005 年に集中
しているが、2)最終更新日は、2005 年から
2012 年までにばらつきがある。また、最終更
新日と登録件数との間にも有意味な関係がう
かがえない。対象図書難群の利用者数、図書
難側の人員規模等の反映でもかならずしもな
い。後に改めて、取り上げる。 
 
2.4.2 参加館の実情 政令指定都市立図書館 
 政令指定都市立図書館では、4,476 件の登録
があった。平均は1館につき約172件である。
参加表明はあるものの、一般公開事例を全く
登録していない政令指定都市立図書館は、8
館あった。次に登録件数 1 件が 2 館、3 件が 1
館と続いている。登録件数が多い順には、
1,440 件が 1 館、812 件が 1 館、579 件が 1
館となっている。政令指定都市立図書館でも
都道府県立図書館同様に登録件数にばらつき
が見られた。 
 この事業に参加している図書館の大半は自
館のウェブサイトを設けている。 
 表 2 をもとに、同政令指定都市内の複数館
が参加、登録している場合は、中央館に便宜
上「名寄せ」を行い合計 19 館として、登録件
数の昇順に配列し、表 4 とした。また、これ
をグラフ表示したものが、図 4 である。 
 都道府県立図書館の事例と同じく、一般公
開データの登録数は、正規分布をしておらず
平均値、中央値共に意味はない。 
 図 4 に示したように数値化しはっきりと見
えるのは、2008 年に更新が止まっているもの
の横浜市中央図書館の圧倒的な登録件数であ
る。 
 参加年は 2004 年に集中しているが、更新日
はばらつきがある。また参加表明したものの
一般開放用のデータ登録を行っていない、ま
た更新が頻繁で無い図書館が多いことが分か
る。 
 
2.4.3 参加館の実情 小考察 
 協同でデータベースを作成する際には、必
ずフリーライドの問題が生じる。レファレン
ス協同データベースでも同様の傾向が伺える。 
 また、一般公開が全くない、数件しか登録
していない公共図書館がある理由の背景には、
第一にレファレンス協同データベースへの登
録の困難さが考えられる。 
 第二に何らかの理由により一般利用者へ閲
覧させたくない事例である。しかしながら、
プライバシー等の記述に配慮すればこれはク
リアできる問題であるため、レファレンス回
答への信頼度に問題があるからではないかと
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疑ってしまう。 
 第三に考えられるのは未解決のレファレン
スが含まれている可能性である。しかしなが
ら、過去には東京都立図書館では『GiveUp
事例』をサイトで公開しており、公開するこ
とにより一般利用者から情報が提供された事
例もあるため、未解決であっても公開に踏み
切るべきではなかろうか。これに対しては図
書館が未確定な情報を掲載する点に難色を示
す人もいるであろう。 
 しかし、より本質的なのは、なにをレファ
レンス協同データベースに登録するかの基準
が各館により大きく異なっていることが推測
される。例えば、単純な事実調査を登録する
館と、登録するまでもないという判断に立つ
館とでは、登録件数に大きな差異が生じる。 
 
３．レファレンス協同データベース事業フォ
ーラムの資料から 
 2012 年 2 月 28 日、国立国会図書館関西館
において、第 8 回レファレンス協同データベ
ース事業フォーラム(以下、「第 8 回フォーラ
ム」)が開催された 5)。配布資料に、「レファ
レンス協同データベース事業 参加館アンケ
ート集計結果(以下、アンケート集計結果)」が
ある。この内、本稿が対象とする都道府県立
および政令指定都市立の公共図書館について
関係する部分を抜き出し、考察を行う。ただ
し、アンケート集計結果は「公共(都道府県・
政令指定都市)」が合算で集計がされているこ
と、また、個表がないのでクロス集計ができ
ないことをお詫びしておきたい。 
 この内、「レファ協の担当者は決まっていま
すか」という問いに対して、公共(都道府県・
政令指定都市)図書館では、決まっているが 63
館、86.3%、担当者数の問いには、1 名が 27
館、4.9%、2~3 名が 23 名、36.5%、4 名以上
が 13 館、20.6%であり比較的少人数であるこ
とが伺える。 
 次に、「平成 22 年度のレファレンス受付件
数」であるが、1,001 件～10,000 件 19 館、
10,001件以上 54館、と集計が行われており、
集計レンジが幅広いため、統計的な意味は薄
い。興味深いのは、次の調査項目である「受
付件数のカウントの基準」である。例えば、
利用案内やフロア案内を「含める/含めない」
等の集計基礎が分散している。すなわち、上
記の年間レファレンス件数は、参加館が個々
の基準でカウントしたレファレンス件数の単
純主計値であり、統計的な均質性に欠ける。 
 引き続き、統計数値を追ってみる。「平成
22年度のレファレンスサービスをどのような
方法で記録していますか」という問いに、73
館中、「紙で記録」が 39 館/73 館、53.4%と過
半数を占めている。また、「自館開発の独自シ
ステムや Excel 等のツール….」が、14 館/73
館、19.2%であり、少なくともこの両者の図
書館、53 館/73 館、72.6%においては、自館
のレファレンス記録作業とレファレンス協同
データベースへの登録業務がシステム的に連
携していない。 
 すなわち各図書館のレファレンス協同デー
タベース担当者からすれば、レファレンス協
同データベースへの登録業務は別の作業手順
となっている実態が伺える。これは、例えば
書誌データベースの総合目録構築における総
合目録データベースと自館書誌データベース
とのシステム連動とは、異なる世界である。 
 質的な事情としては、図書等の資料の同定
識別に比較して、レファレンス質問が定性的
なデータであり、システム的に同定識別等が
困難な点がある。しかし、先の図書館、53 館
/73 館、72.6%においては、あたかも「竹槍装
備」、「徒手空拳」状態で、レファレンス協同
データベースの構築を努力しているように見
える。 
 こうしたデータと登録件数とのクロス集計
ができないので類推であるが、多くの参加図
書館においては、担当者の意欲頼みのような
現実が浮かび上がる。 
 こうした環境が次の設問、「平成 22 度度分
の記録をレファ協にも登録していますか」に
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対して、登録していない 22 館/73 館、30.1%、
「登録件数 0~10 件」33 館/73 館、45.21%に
反映していると考えられる。 
 また、一般公開についての設問では、「平成
22度度にレファ協に登録したデータを一般公
開していますか」に対して、一般公開してい
るデータはないが、7 館/53 館、13.21%、今
後の一般公開の予定(可能性)を問う質問には、
ない 7 館/31 館、22.61%、不明 11 館/31 館、
35.51%、と回答しており、併せると、18 館/31
館、58.1%にも達する。 
 レファレンス協同データベースの構築側面
においては、この現実を見つめなおすことか
らの原点確認が、10 周年の新しいスタートで
はないだろうか。 
 なお、「レファ協へのレファレンス事例の登
録の障害」についての設問では、要因である/
少し要因になっているを合計すると、1)担当
者多忙が 63 館、2)事例(記録)内容の確認が手
間であるが 60 件、3)担当者が少ないが 24 件
となっている。 
 なお、「アンケート集計結果」中の「システ
ムへのご要望」という自由記述欄で指摘があ
るように、レファレンス公開事例の最初の登
録ステータスが統計に反映し、ステータス変
更後にも統計に反映されない、ということが
ある。登録時に、「自館参照」で入力を行い、
内容の確認後に「一般公開」にステータスを
切り替える等の運用をしている館も多いと考
えられ、ここにも一つの改善課題が隠れてい
る。 
 
４.参加館のウェブサイト 
次に対象公共図書館のウェブサイトにどれ
くらいレファレンスサービスに対する情報が
存在しているかを調査した。調査日は平成 24
年 2 月 22 日～23 日である。 
 調査項目は、「1)レファレンスに関するデー
タベースや事例集はあるか。2)レファレンス
協同データベースへのリンクや案内はあるか。
NDL サーチにデータを提供しているのみは
除外し、今回はレファレンス協同データベー
ス自体へのリンクとする。3)レファレンスの
メール受付はあるか。」とした。コンピュータ
やインターネットを利用し情報収集や調査・
研究およびレポートの作成が主流となってい
る現在、一般利用者にとってレファレンスサ
ービスをより身近なものにするためには、最
低限メールでの受付は欠かせない。 
 
4.1 参加館のウェブサイト 都道府県立図書
館 
 参加館 54 館のウェブサイトを確認した。こ
の内、千葉県立図書館 3 館は合同のウェブサ
イトであったため、計 52 館の調査となった。
調査結果は表 5 の通りである。（重複を含む） 
調査項目 1：独自のレファレンスデータベー
スがある図書館 13 館、事例集を設けている図
書館 7 館であった。またレファレンス協同デ
ータベースへの自館登録へのリンクが張られ
ており、直接登録内容が確認できる館 24 館、
レファレンスの事例集等が無い図書館（図書
館だよりは除く）9 館であった。 
調査項目 2：レファレンス協同データベース
へのリンクがあるかの調査では、33 館でリン
クがあったが、19 館ではリンクが無かった。 
調査項目 3：次にメールでの対応が可能かで
は、50館で対応が可能であった。それに対し、
メール対応が無いのは 2 館のみであり、現在
の情報環境に対応している図書館が多いこと
が分かった。 
 
4.2 参加館のウェブサイト 政令指定都市立
図書館 
 全 26 館の内、サーバが停止中、移転作業中
のものが 2 館あった。また、独自の図書館サ
イトが無い、もしくは簡素な内容であったも
のは、市内図書館の総合的なウェブサイトを
基に調査した。その結果、17 館が調査対象と
なった。調査結果は表 6 の通りである。 
調査項目 1：独自のレファレンスデータベー
スがある図書館は 2 館、事例集を設けている
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図書館 5 館、レファレンス協同データベース
への自館登録リンクが張られている図書館 4
館、全く無い図書館 6 館（内レファレンス便
り PDF 版発行 1 館）という結果であった。 
調査項目 2：レファレンス協同データベース
へのリンクがあるかの調査では、7 館でリン
クがあり、10 館ではリンクが無かった。 
調査項目 3：次にメールでの対応が可能かで
は、10館で対応が可能であった。それに対し、
メール対応が無いのは 7 館であった。 
 
4.3 参加館のウェブサイト 小考察 
 都道府県立図書館では、レファレンス協同
データベースへの直接のリンクや独自のデー
タベースを設けている率が高かった。しかし
事例集を設けているが検索機能が無く、欲し
い情報をすばやく探すことができない場合も
あるので、改善の余地がある。 
都道府県立図書館では、一般的になりつつ
あるメールレファレンスも、政令指定都市立
図書館ではその導入がまだ進んでいないケー
スが見受けられた。今後の導入を検討すべき
である。 
 ウェブサイトを新しく作り変えるには労力
と予算、またベンダーとの契約の都合上すぐ
には変更できない場合もある。そのような場
合には、せめてレファレンス協同データベー
スへのリンクは作成して頂きたい。これによ
って新たなレファレンス協同データベース利
用者が増えるのではないだろうか。またその
際には、「どこ」にリンクを置くかを考えるべ
きである。トップページだけでなく、例えば
レファレンスサービス関連のページ全て、
OPAC 検索画面にもリンクを張って道しるべ
を示しておくと良いのではなかろうか。 
また、リンクを設定するだけではなく、「ど
のように」説明するかが必要である。今回調
査対象とした図書館ウェブサイトの中には、
リンクだけで説明が無い場合も存在した。 
 
５．補論 I：レファレンス協同データベース運
営側の視点 
 レファレンス協同データベースに関して、
最近に二つの発表があった 6)。前者は 2 名の
共同発表で、筆頭発表者はレファレンス協同
データベース事業の企画協力員であり、共同
発表者は同事業の担当課職員である。また、
後者の発表は前者の筆頭発表者と同一である。  
これより、これらの発表は概ね、レファレ
ンス協同データベース事業に対する「運営者
側」の現状認識を反映している、と類推する。 
 なお、二つの発表は、同一テーマを扱い、
時期が近接していることから、内容も酷似し
ており一体として取り上げたい。 
 発表は、次の 3 点から構成されている。 
 1) レファレンス協同データベースへ事業 
の概要 
  2) 現状分析 
  3) 今後の課題 
 この内、本章では 2) 現状分析、及び、3) 今
後の課題について言及する。 
 
5.1 現状分析 
現状分析の方法論として、レファレンス協
同データベース事業及び参加館フォーラム内
容について、10 年間に実施した事業内容の分
析を行っている。 
 分析軸は、1)内容を「生産面(図書館)」、「利
用面(デーベース活用、利用者)の二軸に区分す
る、2)対象を PDCA(Plan-Do-Check-Action)
の過程に分解・評価する、の 2 点である。 
 分析結果は、1)全体に内容が「生産面(図書
館)」に偏していること、2)「Plan-Do」の段
階が多数であること、の 2 点が示されている。 
 しかし、デーベース事業立ち上げ時期の 10
年間(期間の長短の評価は別として)であれば、
この 2 点の「偏り」は、必然的なものと考え
られる。また、PDCA サイクルによる事業評
価は、元来 Plan 段階において明確な達成目標
とその成果評価を行う評価指標が設定されて
いることが前提となる。この意味で、過去の
事業に対して、PDCA サイクルによる手法を
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遡及適用することには、少し無理があるよう
に見受けた。 
 
5.2 今後の課題(提言)について 
 次に、上記の分析の結果として提示された
「今後の課題(提言)」を検討していく。 
 発表においては多くの「精神的枠組み」が
提示されたが、具体的な提起は、次の 2 点に
集約されよう。 
1) 一般利用者の利用実態のセグメント化し 
た把握とユーザーインターフェイス改善 
や API 等のシステム改良、広報戦略の展
開。 
 これらは個々には最な内容が提示されてい
る。まず、一般利用者向けの「ユーザーイン
ターフェイス改善」は検索画面設計、検索結
果画面表示、表示項目・表示順等から、ヘル
プ内容の記述にまで及ぶ内容であり、次期の
システム・リプレース等に期待したい。 
 次の「API 等のシステム改良」は、外部シ
ステムへのデータベースの多様な活用を期す
るものであるから、通常の一般利用者とは
API 設計を弁別したほうが適切であろう。 
また、「広報戦略の展開」は、一般利用者の
「セグメント化」によるターゲティング広報
を提起し、対図書館向け広報との「峻別」を
延べているが、具体的な内容に乏しい。例え
ば、「セグメント化」の基礎となる一般ユーザ
ーの区分には、レファレンス協同データベー
スへのトラフィック経路分析や、同データベ
ースでのユーザーの検索キーワード、アクセ
ス行動などの分析のように複数の指標がある。
また、ユーザー行動分析のデータマイニング
手法や対応するターゲティング広報の明確な
戦略は示されていない。 
2) 教育という場の活用提言について 
図書館員研修、図書館員養成教育、情報リテ
ラシー教育等の「場」において、レファレン
ス協同データベースの使用を呼びかけ、同事
業についての「ステークホルダー」養成を述
べている。 
しかし、図書館員研修、図書館員養成教育
は、「提言」における一般利用者を対象とした
ものではない。また、主として初年次教育と
して実施されている情報リテラシー教育にお
いては、情報の探索ツールの学習はその一部
分であるし、そこでのレファレンス協同デー
タベースは、さらにツール群の一部であるに
すぎない。 
先に取り上げた対図書館向け広報との「峻
別」提言との文脈においても「迷走」してい
るように感じられる。 
 
６．補論 II：インターネット上の FAQ サービ
ス等との比較 
 インターネット上の FAQ サービス等との
比較についても考察をしておきたい。大きく
は、検索エンジン等の FAQ サービスとウィキ
ペディア等に代表されるネットワーク上の百
科事典、用語集等である。 
 
6.1 検索エンジン等の FAQ 
 検索エンジン等の FAQ では、代表的なもの
は、Yahoo!知恵袋、教えて!goo であろう。 
  特徴として次の点があげられる。 
1) 質問、回答において、フラットな「パブ 
リックネス」システムであること 7)。 
  2) 回答の評価は、アクセス・ランキングや 
「いいね」コメント等をシステムが自動 
的に処理していること。 
  3) キーワード検索(簡易検索)と共に独自の 
カテゴリー展開を行い、カテゴリー内検索 
が可能であること 8)。 
 4)出典根拠の明示に乏しいこと。また、出 
典根拠にネットワーク上の情報資源が多く、 
参照年月日の記述も乏しいこと。 
 また、ユーザーからの質問にその都度の回
答が寄せられ、それが集積していくシステム
ではなく、あらかじめ投稿によるデータベー
スの増殖構築と検索システムを組み合わせた
代表に、料理という特定ジャンルではあるが、
クックパッド等もある 9)。 
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 これらは玉石混淆といわれながらも、入力、
出力の双方において、多くのトラフィックを
集めている。 
 レファレンス協同データベースのような入
力側は、あらかじめ事前登録の参加図書館に
限定されるデータベース構築とは、明らかに 
方法論が異なる。 
 
6.2 ウィキペディア等の百科事典、専門辞典、
辞書等 
 簡単な事実検索、用語の意味、解説等のニ
ーズに対するトラフィックを集めている。 
ウィキペディアのようなユーザー(ウイキペ
ディアン)による投稿で構築していくものか
ら、特定辞書類の電子版コンテンツまでさま
ざまである。 
 一概に概観は困難であるが、コンテンツ形
成方法は、レファレンス協同データベースと
は異なる。 
 いずれにせよ、多くの一般ユーザーは検索
エンジン等の検索結果から、これらのサービ
スにたどり着くことが多い。逆から見れば、
検索エンジンの検索結果の少なくともトップ
10―できればトップ 3―に登場しない検索結
果は、「存在しない URL」も同然である。 
 レファレンス協同データベースの利用者側
目線に立つというのは、こうした事態をまず
正確に認識することから始めるのではあるま
いか。 
 
７．さいごに 
 未解決の事例までも登録し、広く回答を求
める図書館がある一方で、全く一般公開に踏
み切っていない図書館がある。また登録が数
年前で止まっているケースも見受けられた。
未解決事例を一般公開にすることで、図書館
司書では解決できなかったものが一般利用者
の手によって解決に導かれた事例もある。質
問者にとっても大変ありがたいことである。 
 佐藤は「行政機関が運営する図書館や大学
図書館が、ガン細胞に転化しつつある」と図
書館がお荷物以上の厄介者であるとしている
10)。また石松は「図書館は残る、巨大な倉庫
として。倉庫の管理人は残る、だがライブラ
リアンはいなくなる」と述べている 11)。 
このようにならないためには、また無料貸
本屋と揶揄されないためには、1つの方策とし
てレファレンスサービスに重点を置くことも
できるであろう。そのためには、専門的なレ
ファレンスができるスタッフの確保及び、積
み重ねてきた努力と能力を利用者へ見せるパ
フォーマンスも重要となろう。 
「協同」としながらも、登録の手間や人手不
足で入力ができない図書館、一般には公開で
きないデータばかりの図書館は改めて意義を
考え直す時期ではなかろうか。谷本らは「「一
般利用者」を主体とした事業への転換」を提
示している 12)。本当に利用者が検索したくな
る「利用価値のある」データベースの作成に
は、データの増加が第一ではなかろうか。未
加入館の参加及び、はやい一般非公開のデー
タの解放が待たれる。 
また、レファレンス協同データベースが他
の FAQ サイトと異なるのは、的確な出典が必
ず明記されている点である。しかしながら、
現在の状況では、表示されたものを、NDL サー
チや自身が利用する図書館のOPACで再度所蔵
確認をしなくてはいけないために効率が悪い。
より利用者目線のデータベースを構築し、資
料提供を考えるのであれば、参考資料の明示
だけでなく、それと NDL サーチとをリンクさ
せるべきである。次期システム・リプレース
で期待したい。 
 一般利用者の多くはGoogle等の検索エンジ
ンの検索結果からトラフィックを導かれると
推測がされる。レファレンス協同データベー
スの登録公開データの可視化を向上させ、認
知性の向上を図ることが第一歩ではないか。
そのためにも、当面はレファレンス事例の質
的精査登録主義よりも、単純な事実調査事例
等も積極的に登録を行う「戦略」が必要では
ないだろうか 13)。 
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 最後に、レファレンス協同データベースの
構築に携わられている国立国会図書館の担当
部署(図書館協力課)、各参加図書館始め、関係
者の営為に深い敬意を表したい。 
 
 なお、文中、敬称を略させていただいた。
記して謝したい。 
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書館同種施設の区分を定義している。この内、
地方公共団体等による条例設置図書館が、図
書館法による公立図書館である。しかし、日
本では「公共図書館」の用語が慣例的に使用
されている。 
本稿で取り上げるレファレンス協同データ
ベース事業においても、用語「公共図書館」 
が使用されているので、これに準じて公立図
書館の意味で、用語「公共図書館」を使用す
る。 
ちなみに、レファレンス協同データベース
事業においては、参加館は次の区分で認識さ
れている。 
1) 公共図書館：都道府県立図書館、政令指
定都市立図書館、市町村立図書館 
2) 大学図書館 
3) 専門図書館・その他(国立国会図書館支部 
図書館を含む) 
4) 国立国会図書館：東京本館、関西館、国 
際子ども図書館 
5) 学校図書館：試行的参加状態 
３ 国立国会図書館レファレンス協同データベ 
ース事業累積統計
http://crd.ndl.go.jp/jp/library/documents/sta
ts_201201.pdf（2012/2/20確認） 
４ 例えば、「レファレンス協同データベース事
業 レファレンス事例フォーマット ローカル
項目」では、これら事項は「ローカル項目」
として明示されている。 
crd.ndl.go.jp/jp/library/dataformat_ref.html  
(確認: 2-12-02-26) 
５ 同フォーラムは、初めて Ustream で中継さ
れたが、延べ 126 アクセス、最大同時アクセ
スが 30 であった。また、ツィート数は 93 で
あった。 
６ 谷本達哉 兼松芳之「図書館の情報サービ
スが持つ可能性：国立国会図書館レファレン
ス協同データベース事業、その軌跡と展開」
pp63-83 『日本図書館研究会 第 53 回研究大
会 予稿集』2012 年 2 月, 神戸. 
  谷本達哉「基調講演 Linking Everyone to 
Everybody-国立国会図書館レファレンス 
協同データベース事業、現状からの展開-」
crd.ndl.go.jp/jp/library/documents/forum8_r
esume.pdf  (2012/2/27 確認) 
７ ジェフ・ジャービス『パブリック』NHK
出版, 2011.11.p.8. 
pub-lic-ness 
(1) 情報・思考・行動をシェアする行為。 
またはそれらをシェアしている状態。 
(2) 人を集めること、または、人・アイデ
ア・大義・ニーズの周りに集まること。
つまり、<パブリック>を形成すること。 
(3) 周囲とコラボレーションするために、
プロセスをオープンにすること。 
(4) オープンであることの倫理。 
８ Yahoo!知恵袋 カテゴリーは、次のようにな
っている。  
  chiebukuro.yahoo.co.jp (2012/2/27 確認) 
エンターテイメントと趣味、暮らしと生活
ガイド、健康・美容とファッション、[以下、
略]。教えて Goo!においても同様である。図書
館分類のような主題(subject)による分類では
なく、ユーザーの関心に対応した主題(topics)
で構成している。 
９ ちなみに、クックパッドはフェイスブック
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の外部日本語データベースの第 1 号である。 
１０ 佐藤優「『図書館司書』は出版社、書店で
ご奉公」週刊新潮 2012 年 2 月 23 日 3 月 1
日号 pp44-45 
１１ 石松久幸「今、アメリカの大学でライブラ
リアンと呼ばれる職業が絶滅しつつある」『出
版ニュース』2009 年 2187 号 2009 年 9 月 
pp6-10 
１２ 前掲 6), 文献 1. 谷本達也 兼松芳之. 
１３例えばある参加図書館は、補正予算による
緊急雇用促進事業予算を使用して、事実調査
レファレンス事例を大量に入力した、と拝聞
した。 
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図 1 レファレンス協同データベース http://crd.ndl.go.jp/jp/public/ 
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図 2 公共図書館データ登録状況 
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  図書館名 都道府県 登録件数 最終更新日 参加年
1 北海道立図書館 （北海道） 7 2011 年 8 月 9 日 2004 年 
2 青森県立図書館 （青森県） 23 2007 年 4 月 1 日 2004 年 
3 岩手県立図書館 （岩手県） 75 2012 年 2 月 2 日 2004 年 
4 宮城県図書館 （宮城県） 541 2012 年 1 月 8 日 2004 年 
5 秋田県立図書館 （秋田県） 831 2011 年 9 月 21 日 2004 年 
6 山形県立図書館 （山形県） 
274
2011 年 12 月 21
日 
2004 年 
7 福島県立図書館 （福島県） 274 2012 年 2 月 17 日 2004 年 
8 茨城県立図書館 （茨城県） 517 2010 年 5 月 14 日 2004 年 
9 栃木県立足利図書館 （栃木県） 4 2008 年 9 月 23 日 2004 年 
10 栃木県立図書館 （栃木県） 
342
2011 年 12 月 27
日 
2004 年 
11 群馬県立図書館 （群馬県） 
25
2009 年 11 月 17
日 
2004 年 
12 埼玉県立久喜図書館 （埼玉県） 5929 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
13 千葉県立西部図書館 （千葉県） 67 2011 年 2 月 18 日 2004 年 
14 千葉県立中央図書館 （千葉県） 218 2011 年 12 月 6 日 2004 年 
15 千葉県立東部図書館 （千葉県） 39 2011 年 3 月 10 日 2005 年 
16 東京都立中央図書館 （東京都） 1307 2011 年 4 月 11 日 2004 年 
17 神奈川県立川崎図書館 （神奈川県）
302
2011 年 11 月 26
日 
2004 年 
18 神奈川県立図書館 （神奈川県） 202 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
19 新潟県立図書館 （新潟県） 
343
2011 年 12 月 27
日 
2004 年 
20 富山県立図書館 （富山県） 119 2012 年 1 月 6 日 2004 年 
21 石川県立図書館 （石川県） 562 2012 年 2 月 3 日 2004 年 
22 福井県立図書館 （福井県） 837 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
23 福井県立若狭図書学習
センター 
（福井県） 
316 2012 年 1 月 4 日 2005 年 
24 山梨県立図書館 （山梨県） 1245 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
25 県立長野図書館 （長野県） 117 2008 年 3 月 27 日 2004 年 
26 岐阜県図書館 （岐阜県） 
1374
2011 年 12 月 22
日 
2005
年？ 
27 静岡県立中央図書館 （静岡県） 6 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
28 愛知芸術文化センター
愛知県図書館 
（愛知県） 
296
2011 年 12 月 27
日 
2004 年 
29 三重県立図書館 （三重県） 807 2012 年 1 月 29 日 2004 年 
30 滋賀県立図書館 （滋賀県） 
3898
2011 年 12 月 16
日 
2005 年 
31 京都府立総合資料館 （京都府） 171 2012 年 2 月 15 日 2004 年 
表 1 都道府県立図書館データ登録件数（一般利用者用）及び 終更新 
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32 京都府立図書館 （京都府） 57 2011 年 7 月 18 日 2004 年 
33 大阪府立中央図書館 （大阪府） 849 2012 年 2 月 14 日 2004 年 
34 大阪府立中之島図書館 （大阪府） 99 2011 年 8 月 16 日 2004 年 
35 兵庫県立図書館 （兵庫県） 73 2011 年 12 月 6 日 2004 年 
36 奈良県立図書情報館 （奈良県） 
52
2009 年 11 月 29
日 
2004 年 
37 和歌山県立図書館 （和歌山県） 10 2006 年 12 月 1 日 2004 年 
38 鳥取県立図書館 （鳥取県） 95 2012 年 1 月 23 日 2004 年 
39 島根県立図書館 （島根県） 256 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
40 岡山県立図書館 （岡山県） 1585 2012 年 1 月 5 日 2004 年 
41 広島県立図書館 （広島県） 271 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
42 山口県立山口図書館 （山口県） 57 2011 年 4 月 23 日 2004 年 
43 徳島県立図書館 （徳島県） 0   2004 年 
44 香川県立図書館 （香川県） 2047 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
45 愛媛県立図書館 （愛媛県） 201 2012 年 1 月 28 日 2004 年 
46 高知県立図書館 （高知県） 66 2011 年 4 月 7 日 2004 年 
47 福岡県立図書館 （福岡県） 
547
2011 年 12 月 13
日 
2004 年 
48 佐賀県立図書館 （佐賀県） 
9
2008 年 12 月 24
日 
2004 年 
49 長崎県立長崎図書館 （長崎県） 
1
2005 年 12 月 27
日 
2005 年 
50 熊本県立図書館 （熊本県） 0   2004 年 
51 大分県立図書館 （大分県） 
49
2009 年 12 月 11
日 
2004 年 
52 宮崎県立図書館 （宮崎県） 
184
2011 年 12 月 16
日 
2004 年 
53 鹿児島県立図書館 （鹿児島県） 0   2004 年 
54 沖縄県立図書館 （沖縄県） 436 2012 年 2 月 20 日 2004 年 
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表 2 政令指定都市立図書館データ登録件数（一般利用者用）及び最終更新日 
 
  図書館名 都道府県 登録件数 最終更新日 参加年
1 札幌市中央図書館 （北海道） 3 2012 年 1 月 24 日 2004 年 
2 仙台市民図書館 （宮城県） 0   2004 年 
3 さいたま市立中央図書
館 
（埼玉県） 
273 2008 年 8 月 29 日 2004 年 
4 千葉市中央図書館 （千葉県） 0   2004 年 
5 川崎市立中原図書館 （神奈川県） 0   2004 年 
6 横浜市中央図書館 （神奈川県） 1440 2008 年 3 月 14 日 2004 年 
7 相模原市立相模大野図
書館 
（神奈川県）
89 2010 年 4 月 1 日 2010 年 
8 相模原市立図書館 （神奈川県） 98 2011 年 7 月 15 日 2010 年 
9 相模原市立橋本図書館 （神奈川県） 363 2005 年 8 月 21 日 2010 年 
10 新潟市立中央図書館 （新潟県） 579 2011 年 4 月 12 日 2007 年 
11 新潟市立豊栄図書館 （新潟県） 0   2009 年 
12 静岡市立中央図書館 （静岡県） 0   2005 年 
13 浜松市立中央図書館 （静岡県） 
16
2005 年 07 月 31
日 
2007 年 
14 浜松市立浜北図書館 （静岡県） 0   2007 年 
15 名古屋市鶴舞中央図書
館 
（愛知県） 
225 2010 年 6 月 22 日 2004 年 
16 京都市右京中央図書館 （京都府） 45 2011 年 8 月 29 日 2008 年 
17 京都市醍醐中央図書館 （京都府） 1 2010 年 8 月 27 日 2005 年 
18 京都市中央図書館 （京都府） 
11
2008 年 12 月 10
日 
2004 年 
19 京都市伏見中央図書館 （京都府） 1 2011 年 7 月 30 日 2009 年 
20 大阪市立中央図書館 （大阪府） 812 2004 年 3 月 10 日 2004 年 
21 堺市立中央図書館 （大阪府） 6 2006 年 9 月 1 日 2006 年 
22 神戸市立中央図書館 （兵庫県） 62 2004 年 8 月 19 日 2004 年 
23 岡山市立中央図書館 （岡山県） 289 2010 年 1 月 7 日 2009 年 
24 広島市立中央図書館 （広島県） 0   2005 年 
25 北九州市立中央図書館 （福岡県） 
163
2006 年 10 月 22
日 
2005 年 
26 福岡市総合図書館 （福岡県） 0   2004 年 
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表 3 都道府県立図書館データ登録件数（一般利用者用）昇順 
 
  図書館名 登録件数 最終更新日 参加年 
1 徳島県立図書館 0   2004 年 
1 熊本県立図書館 0   2004 年 
1 鹿児島県立図書館 0   2004 年 
4 長崎県立長崎図書館 1 2005 年 12 月 27 日 2005 年 
5 静岡県立中央図書館 6 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
6 北海道立図書館 7 2011 年 8 月 9 日 2004 年 
7 佐賀県立図書館 9 2008 年 12 月 24 日 2004 年 
8 和歌山県立図書館 10 2006 年 12 月 1 日 2004 年 
9 青森県立図書館 23 2007 年 4 月 1 日 2004 年 
10 群馬県立図書館 25 2009 年 11 月 17 日 2004 年 
11 大分県立図書館 49 2009 年 12 月 11 日 2004 年 
12 奈良県立図書情報館 52 2009 年 11 月 29 日 2004 年 
13 山口県立山口図書館 57 2011 年 4 月 23 日 2004 年 
14 高知県立図書館 66 2011 年 4 月 7 日 2004 年 
15 兵庫県立図書館 73 2011 年 12 月 6 日 2004 年 
16 岩手県立図書館 75 2012 年 2 月 2 日 2004 年 
17 鳥取県立図書館 95 2012 年 1 月 23 日 2004 年 
18 県立長野図書館 117 2008 年 3 月 27 日 2004 年 
19 富山県立図書館 119 2012 年 1 月 6 日 2004 年 
20 宮崎県立図書館 184 2011 年 12 月 16 日 2004 年 
21 愛媛県立図書館 201 2012 年 1 月 28 日 2004 年 
22 京都府立図書館 228 2011 年 7 月 18 日 2004 年 
23 島根県立図書館 256 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
24 広島県立図書館 271 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
25 山形県立図書館 274 2011 年 12 月 21 日 2004 年 
25 福島県立図書館 274 2012 年 2 月 17 日 2004 年 
27 愛知芸術文化センター愛知県図書
館 
296 2011 年 12 月 27 日 2004 年 
28 千葉県立中央図書館 324 2011 年 12 月 6 日 2004 年 
29 新潟県立図書館 343 2011 年 12 月 27 日 2004 年 
30 栃木県立図書館 346 2011 年 12 月 27 日 2004 年 
31 沖縄県立図書館 436 2012 年 2 月 20 日 2004 年 
32 神奈川県立図書館 504 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
33 茨城県立図書館 517 2010 年 5 月 14 日 2004 年 
34 宮城県図書館 541 2012 年 1 月 8 日 2004 年 
35 福岡県立図書館 547 2011 年 12 月 13 日 2004 年 
36 石川県立図書館 562 2012 年 2 月 3 日 2004 年 
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37 三重県立図書館 807 2012 年 1 月 29 日 2004 年 
38 秋田県立図書館 831 2011 年 9 月 21 日 2004 年 
39 大阪府立中央図書館 948 2012 年 2 月 14 日 2004 年 
40 福井県立図書館 1153 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
41 山梨県立図書館 1245 2012 年 2 月 21 日 2004 年 
42 東京都立中央図書館 1307 2011 年 4 月 11 日 2004 年 
43 岐阜県図書館 1374 2011 年 12 月 22 日 2005 年？ 
44 岡山県立図書館 1585 2012 年 1 月 5 日 2004 年 
45 香川県立図書館 2047 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
46 滋賀県立図書館 3898 2011 年 12 月 16 日 2005 年 
47 埼玉県立久喜図書館 5929 2012 年 2 月 22 日 2004 年 
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表 4 政令指定都市立図書館データ登録件数（一般利用者用）昇順 
 
  図書館名 登録件数 最終更新日 参加年 
1 広島市立中央図書館 0   2005 年 
１ 静岡市立中央図書館 0   2005 年 
１ 仙台市民図書館 0   2004 年 
１ 千葉市中央図書館 0   2004 年 
１ 川崎市立中原図書館 0   2004 年 
１ 福岡市総合図書館 0   2004 年 
7 札幌市中央図書館 3 2012 年 1 月 24 日 2004 年 
8 堺市立中央図書館 6 2006 年 9 月 1 日 2006 年 
9 浜松市立中央図書館 16 2005 年 07 月 31 日 2007 年 
10 京都市中央図書館 58 2008 年 12 月 10 日 2004 年 
11 神戸市立中央図書館 62 2004 年 8 月 19 日 2004 年 
12 北九州市立中央図書館 163 2006 年 10 月 22 日 2005 年 
13 名古屋市鶴舞中央図書
館 
225 2010 年 6 月 22 日 2004 年 
14 さいたま市立中央図書
館 
273 2008 年 8 月 29 日 2004 年 
15 岡山市立中央図書館 289 2010 年 1 月 7 日 2009 年 
16 相模原市立図書館 550 2011 年 7 月 15 日 2010 年 
17 新潟市立中央図書館 579 2011 年 4 月 12 日 2007 年 
18 大阪市立中央図書館 812 2004 年 3 月 10 日 2004 年 
19 横浜市中央図書館 1440 2008 年 3 月 14 日 2004 年 
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表 5 都道府県立図書館各ウェブサイト上のレファレンス状況 
 
 
図書館名 レファレンス事例集 レファ協へのリンク メールレファレンス受付 
1 北海道立図書館 無し。ただし、レファ協への案内がしっかりしている。（アイコンが大きい） 有り。 有り。 
2 青森県立図書館 無し。 無し。 有り。 
3 岩手県立図書館 無し。 無し。 有り。 
4 宮城県図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
5 秋田県立図書館 DB になっており、約 1600 件の登録あり。 無し。 有り。 
6 山形県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
7 福島県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
8 茨城県立図書館 無し。 無し。 有り。 
9 栃木県立足利図書館 無し。 無し。 有り。 
10 栃木県立図書館 事例集郷土事例には約 570 件。一般には約 280 件。計約 850 件。 無し。リサーチナビはあり。 有り。 
11 群馬県立図書館 DB になっている。 無し。 有り。 
12 埼玉県立久喜図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
13 千葉県立西部図書館 3 館合同。事例 30 件。レファ協への直接リンク。 有り。（3 館合同サイト） 有り。（3 館合同サイト） 
14 千葉県立中央図書館 3 館合同。事例 30 件。レファ協への直接リンク。 有り。（3 館合同サイト） 有り。（3 館合同サイト） 
15 千葉県立東部図書館 3 館合同。事例 30 件。レファ協への直接リンク。 有り。（3 館合同サイト） 有り。（3 館合同サイト） 
16 東京都立中央図書館 DB になっている。 無し。 有り。 
17 神奈川県立川崎図書
館 
レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
18 神奈川県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
19 新潟県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
20 富山県立図書館 無し。 有り。 有り。 
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21 石川県立図書館 
レファレンス通信を PDF で作成。 
無し。NDL サーチはあり。（総合
目録ネットワークシステムと記
述） 
有り。 
22 福井県立図書館 レファ協への直接リンク。覚え違いタイトル集等もあり。 有り。 有り。 
23 福井県立若狭図書学
習センター 
レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
24 山梨県立図書館 DB になっており、3899 件以上の登録あり。 有り。 有り。 
25 県立長野図書館 事例 48 件。 有り。 有り。 
26 岐阜県図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
27 静岡県立中央図書館 DB になっており、2542 件以上の登録あり。 無し。 有り。 
28 愛知芸術文化センタ
ー愛知県図書館 
レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
29 三重県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
30 滋賀県立図書館 DB になっており、4674 件の事例登録あり。 有り。 有り。 
31 京都府立総合資料館 レファ協への直接リンク。 有り。 無し 
32 京都府立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
33 大阪府立中央図書館 DB になっており、873 件の事例登録あり。 無し。 有り。 
34 大阪府立中之島図書
館 
調べ方ガイドあり。事例集はなし。 無し。 有り。（中央館に有り。） 
35 兵庫県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
36 奈良県立図書情報館 104 件の事例あり。 無し。NDL サーチはあり。 有り。 
37 和歌山県立図書館 無し。 無し。 有り。 
38 鳥取県立図書館 86 件の事例をレファ協への直接リンクで紹介する。 有り。 有り。 
39 島根県立図書館 レファ協への直接リンク。 無し。 無し 
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40 岡山県立図書館 DB になっており、3898 件の事例登録あり。 無し。 有り。 
41 広島県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
42 山口県立山口図書館 数件質問のみ。 有り。 有り。 
43 徳島県立図書館 レファレンスデータベース統合検索というシステム有り。郷土関係レファレンス事
例データベース 郷土人物出典資料データベース 、郷土資料目次データベー
ス、郷土事項データベース、レファレンス事例データベース（一般）、レファレンス
協同データベース（国立国会図書館）、徳島県立図書館所蔵検索（全項目検索対
象）、文化の森各館データベース検索から検索が可能。 
有り。 有り。 
44 香川県立図書館 レファ協への直接リンク。事例もあり。 有り。 有り。 
45 愛媛県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
46 高知県立図書館 DB になっており、372 件の事例登録あり。 有り。 有り。 
47 福岡県立図書館 DB になっており、900 件以上の事例登録あり。 無し。但し、館報で紹介有り。 有り。 
48 佐賀県立図書館 DB になっており、1,071 件の事例登録あり。 有り。 有り。 
49 長崎県立長崎図書館 事例郷土関係 62 件、一般 59 件。 有り。漢字に間違い。（共同） 有り。 
50 熊本県立図書館 事例 135 件。 無し。 有り。 
51 大分県立図書館 事例集キーワード事例には 219 件。 有り。 有り。 
52 宮崎県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
53 鹿児島県立図書館 DB になっており、189,222 件の事例登録あり。 無し。NDL サーチはある。 有り。 
54 沖縄県立図書館 レファ協への直接リンク。 有り。 有り。 
 
 
 
 
 
129
表 6 政令指定都市立図書館各ウェブサイト上のレファレンス状況 
 
 図書館名 レファレンス事例集 レファ協へのリンク メールでのレファレンス受付 
1 
札幌市中央図書館 無し。 資料を探すヒントはある。 無し。リサーチナビは有り。 無し。レファレンス案内も無し。意見等は送信できる。 
2 仙台市民図書館 サーバエラー。     
3 さいたま市立中央図書館 レファ協へ直接リンク。 有り。 有り。 
4 千葉市中央図書館 無し。 無し。 無し。レファレンス案内はいたって簡単。 
5 川崎市立中原図書館 DB あり、74 件登録。 無し。 有り。 
6 横浜市中央図書館 レファ協へ直接リンク。 有り。 有り。 
7 相模原市立相模大野図書館 
相模原市の図書館サイト。事例 3 件。 
有り。（漢字共同と間違い）事例の
すぐ上にリンクがある。 
無し。 8 相模原市立図書館 
9 相模原市立橋本図書館 
10 新潟市立中央図書館 新潟市の図書館のサイト。DB あり、576 件
登録。 
無し。 有り。 
11 新潟市立豊栄図書館 
12 静岡市立中央図書館 無し。 有り。（NDL 業務の中に。） 有り。 
13 浜松市立中央図書館 
浜松市立図書館のサイト。事例集 19 件。 
無し。NDL サーチは有り。（総合目
録ネットワークシステムと記載。） 
有り。（浜松市立図書館のサイト） 14 浜松市立浜北図書館 
15 名古屋市鶴舞中央図書館 レファ協へ直接リンク。 有り。 無し。 
16 京都市右京中央図書館 
京都市の図書館のサイト。事例集京都に
関する事例 192 件。一般 75 件。 
無し。 無し。 
17 京都市醍醐中央図書館 
18 京都市中央図書館 
19 京都市伏見中央図書館 
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20 大阪市立中央図書館 レファ協へ直接リンク。 有り。 有り。 
21 堺市立中央図書館 事例集 63 件。 無し。Dnavi は有り。 有り。 
22 神戸市立中央図書館 無し。調べ方案内は有る。 無し。NDL サーチは有り。 有り。 
23 岡山市立中央図書館 新システム移行中。3 月 1 日より運営。     
24 広島市立中央図書館 事例集 9 件。 有り。RSS で最新のものを掲載。 有り。 
25 北九州市立中央図書館 無し。 無し。 無し。意見等は送信できる。 
26 
福岡市総合図書館 無し。レファレンス便りの発行をしている。 無し。 
無し。レファレンス案内も無し。ただしレファレンス便り
を発行している。 
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